
政府系データの解放・融合

政府・自治体の
情報システム

民間の情報
システム

政府、自治体等の持つ情報を、リアル
タイムに、再利用可能な形で提供

課題
• データフォーマット
• セマンティクス
• プロトコル
• データの完全性保証
• DRM(場合によって必要）

応用例
• 地質・気象データによる需要予測や農作業最適化
• 横断的な中小支援施策によるベンチャー育成
• 各省庁支援策を統合した子育て支援サービス
• 災害情報一元化による復旧復興ビジネス育成
• 人口動態等のマーケティングへの活用
• 調達情報の把握（特に中小企業等）
• 規制等の迅速な製品仕様への反映

オープンガバメント

データの例
• 調査情報
• 観測情報
• 政府統計
• 政策情報
• 規則、規制
• 通達、基準
• 調達情報
… etc



オープンガバメントデータの実現
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バーチャル
データイノベーション

プラットフォーム

政府データの
バーチャルな統合

官公庁、自治体等

• ポータルの運用
• 統一されたフォーマット
• データ毎にポリシーを設定
• 情報統合へ向けた最先端技術の適用
（匿名化、マイニング、安全管理、リンク化等）

民間企業等

国民

情報統合による
メリットを享受

欧州
Digital Agenda

米国
DATA.gov国際連携のハブ

ビッグデータの連携
ビッグデータの取引

提供
普及

提供
支援実績

課題
実績
課題

• ガイドラインの策定
• 国際標準化の推進
• 最先端技術動向の調査



パーソナル情報市場の発展と技術・制度

ビッグデータ時代の到来の中、サイバー空間で増大するパーソナル情報(*)を活用
した新たな市場を形成するには、市場・技術・制度のバランスのとれた全体を
エコシステムにすることが重要

(*) 個人情報保護法の対象である個人情報に限定せず、個人に属する電子的情報全般を指す

パーソナル情報市場

・2011年度の市場は約1兆7,048億円で
あるが、更なる発展が期待できる。

・既存のデータに加え、携帯電話やSNS
ア等によって集積が進むパーソナル情
報の安全かつ高度な活用、流通を可能
とする環境整備が不可欠である。

パーソナル情報に係る技術

・個人を特定するため又は特定しない
ための技術開発が進展している。

・自己情報コントロール機能の実装は
難しくないものの、体系化されていな
い。

パーソナル情報に係る制度

・自己情報コントールを含め、パーソ
ナル情報に係る制度的な検討が世
界的に進んでいる。

・パーソナル情報の活用においては個
人情報保護法だけでは不十分であ
り、プライバシーへの配慮が不可欠
である。

技術適用促進、
不適切な利用防
止のための制度
面の整備

プライバシーに配慮した
企業等の自主的な動き
の促進／制度面の整備

匿名化技術、自己情
報コントロール機能等
の活用促進



くらし研報告書
「つながるITがもたらす豊かなくらしと経済」

 ビッグデータについて、
様々な角度から検証
• 背景と意義

• 技術と課題

• 質的に異なるIT利用への対応

• コンプライアンスリスクと可能性

• 起業をめぐるバイアスと価値提供

• 個人的な情報の価値

• 新サービス創出のための取り組み

 定価：500円（税込）

 Amazonで購入可能


